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Ⅰ唖はじめに

日本から約 4 時間半亜太平洋の楽園パラオ共和

国に日本人観光客が殺到している。国土は 488 平

方キロメートルで屋久島とほぼ同じ大きさに匹敵

する小規模な島嶼国に亜日本人観光客は年間 4 万

人に迫り 30 年前と比べるとおよそ 15 倍に急増し

た 1)。その人気の秘密は亜世界遺産に登録された

海と不思議な形をした島々に代表される景観美を

備える地域などが点在しているということが挙げ

られる。

パラオの代表的な産業の一つに挙げられるのが

観光である。日本亜台湾亜韓国などから亜年間約

9 万人の観光客が訪れており亜観光業が民間セク

ターの中心となっている。パラオの観光業は亜美

しい海洋環境に大きく依存しており亜このため海

洋環境の保全にも大変高い関心を有している。そ

こでパラオ政府は亜外国からの旅行者の誘客をい

っそう進めるとともに亜旅行者に対して訪問先の

地域社会に対する環境保全や管理を目的とした

「環境課税」の導入をスタートさせた。外国人旅

行者には亜出国時に現金で出国税の他に環境保護

税（グリーン税）が徴収され支払わなければなら

ない。また亜無人島上陸やダイビング亜フィッシ

ングなどの各種アクティビティー参加の際にも州

政府ごとに発行されているパーミット（許可証）

の購入と携帯が義務づけられている。

本稿では各州のダイビング及びフィッシングエ

リアの実地調査や亜現地のレジャー産業関係者

（ダイビングサービス）へのインタビューを通し

て亜パラオ共和国の環境税に関する現状を把握す

るとともに亜スポーツ・レジャー活動の発展に向

けた方向性を模索する。
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Ⅱ唖パラオ共和国について

１唖基本情報

パラオ共和国は亜西太平洋に位置するミクロネ

シア群島の一部を成している常夏の島である。高

温多湿の気候で年間平均気温は 28℃前後亜年間

を通して過ごしやすい。200 を超える島のなかで

実際には 10 ほどの島にしか人が住んでおらず亜

首都のあるコロール島他 3 つの島だけが橋でつな

がれている 2)。無人島はロックアイランドと呼ば

れ亜約 10 万ヘクタールの海に点在する 445 の無

人島から成り立ち亜トルコ色のラグーン（環礁に

囲まれた浅い海）にマッシュルーム型の島を見る

ことができる。景観の美しさばかりでなく亜ロッ

クアイランドには 385 種類以上の珊瑚や亜多種多

様な植物亜鳥亜ジュゴンや 13 種以上のサメなど

固有の種が数多く生息し亜新種の生物の発見にも

つながっている。2012 年 6 月には亜ロシアのサ

ンクトペテルブルクで開催された国連教育科学文

化機関（UNESCO）「第 36 回世界遺産委員会」

においてパラオの豊かな環境が「複合遺産」3)と

して認められた。7 月 2 日付で 26 件の新規登録
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パラオ地図（パラオ政府観光局 パラオガイドより）

写真１ 船でレジャースポットに移動 写真２ 無人島に上陸し散策もできる

写真３ 大型生物に遭遇するチャンスあり 写真４ ダイビングポイントに恵まれている



を認め亜これで世界遺産は 962 件となった。この

新規登録 26 件のうち文化・自然の複合遺産はパ

ラオの「南ラグーンとロックアイランド」の 1件

のみである 4)。

なかでも亜海は抜群の透明度を誇るだけでなく亜

海洋生物の大物が出現するダイビングスポットに

も恵まれ亜世界中からダイバーが集まることでも

有名である。スクーバダイビングやシュノーケリ

ングで大型の魚や魚群に遭遇するチャンスや亜色

とりどりの熱帯魚や珊瑚礁を間近で観察できるこ

となど亜豊かな海中環境を満喫することができ十

分楽しめる。

パラオはこの海の生態系を守ることに国を挙げ

て力を入れており亜保護区を設け海洋生物の産卵

や育成の場所として重要な役割を担っている。研

究施設も整っており亜例えばパラオ国際珊瑚礁セ

ンター（PICRC）は日本と米国が協力援助して

創設された海洋生物の研究所で亜パラオの立地条

件から世界的に重要な珊瑚礁や海洋生物研究の要

衝として広く世界から専門家の訪問を受けている。

２唖パラオ情勢の概略

在パラオ日本国大使館発表の資料を元に亜パラ

オの情勢ついて纏めたものは以下の通りである 5)。

１）内政

2001 年に就任亜2004 年 11 月に再選を果たした

T. レメンゲサウ大統領は亜アメリカからの財政

援助が終了する 2009 年までに財政自立を達成す

ることを目標に亜行財政改革による政府の軽量化亜

効率化とともに海外投資促進と援助による農業亜

水産業亜観光業を中心とした経済活性化を目指し

てきた。また亜「良いものは残し亜そうでないも

のは改革しよう」というスローガンの下に緊縮財

政を実施し亜財政赤字の削減に取り組んできたが亜
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表１ パラオ略史

年月 略史

1500 年代 スペイン人がミクロネシアの島々に来航。

1899 年 スペインがミクロネシアの島々を独に売却。

1914 年 第一次世界大戦始まる。日本はパラオを含む独領ミクロネシア（南洋群島）を占領。

1920 年 国際連盟から日本の（パラオを含む）ミクロネシア（南洋群島）委任統治が認められる。

1922 年 南洋群島全体を管轄する南洋庁本庁がコロールに設置される。

1945 年 第二次世界大戦終了後亜米軍占領始まる。

1947 年 国連の太平洋信託統治領として米国の統治始まる。

1965 年 ミクロネシア議会発足。パラオも代表を派遣。

1969 年 太平洋諸島信託統治地域に関する日米協定（ミクロネシア協定）締結。

1978 年 住民投票の結果亜パラオはミクロネシア地域の統一国家からの離脱を決定。

1981 年 憲法発布。自治政府発足。

1982 年 米国との間で自由連合盟約（コンパクト）案合意。以後亜1983 年 2 月亜1984 年 9 月亜

1986 年 2 月亜1986 年 12 月亜1987 年 6 月及び 8 月（無効）亜1990 年 2 月の 7 回住民投票

が実施されたが亜75％以上の賛成を得ることが出来ず不承認。

1992 年 住民投票にて憲法修正案（憲法の非核条項を自由連合盟約に適用しないことによりコン

パクト案承認を容易にするもの）が承認された。

1993 年 第 8回目の住民投票によりコンパクト案承認（11 月 9 日）。

1994 年 10 月 1 日 コンパクト発効（2044 年まで有効）亜独立。

1994 年 12 月 国連加盟

（外務省 パラオ基礎データを改変）



依然として財政・経済とも外国からの援助に大幅

に依存しており亜自立経済達成は困難な状況にあ

る。経済協力について亜主な主要援助国と金額は亜

米国（17）亜日本（7）亜豪州（1）（単位：百万米

ドル亜2010-2011 年平均）の順となり亜日本は資

本の面だけでなく人材の面でもパラオ政府に対し

てこれまで多くの無償の資金援助や技術協力を行

い貢献している。

２）経済概況

米国とのコンパクト6)に基づく無償援助に大き

く依存しており亜近年は台湾からの援助も増加し

ている。日本亜米国及び台湾からの無償援助に依

存する建設業亜食料品・消費財の輸入に立脚する

商業及び観光産業が主要産業となっており亜それ

ぞれの産業では外国人労働力への依存度が高い。

観光に関しては亜日本や韓国亜台湾から直行便

が運行 し て お り亜2011 年 に は 観 光 客総数が

109,000 人 に達し た（内亜日 本 人 観 光 客数は

37,800 人）。日本からパラオまでのアクセスにつ

いて亜成田-パラオ線は亜日本とパラオ共和国を

結ぶ唯一の定期ノンストップ直行便で亜デルタ航

空から週 3便（成田発）が運行されている。また亜

ユナイテッド航空（グアム経由）亜大韓航空・ア

シアナ航空（ソウル経由）亜そして亜年間数十便

を日本航空のチャーター便が運行している。

一般社団法人 太平洋協会（JAPIA）によると

観光客数が上下するのは主に台湾人観光客の増減

が影響していると報告されている7)。その背景に

は亜パラオー台湾線 2 社の就航に伴い亜値引き合

戦によって台湾人観光客が急伸したと指摘する。

一時 3 泊 4 日ホテル代込みで往復＄251 という破

格な料金も設定されたようでダンピング合戦の様

相を呈していたと述べられている。その状況に対

して大統領は亜「常日頃観光客を闇雲に増やすよ

りもパラオの観光地としての付加価値を高め亜一

人一人がより多くの金を落とすような観光地とし

て成長することを主張するが亜残念ながらこのダ

ンピング合戦の際には有効な手は打てなかった。

こうした動きに対して亜観光業者の間ではパラオ
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表２ 日本からの援助

2011 年度実績
2011 年度まで

の累計

(1)有償資金協力 なし なし

(2)無償資金協力 3.41 億円 184.55 億円

(3)技術協力 1.87 億円 55.87 億円

（外務省 パラオ基礎データを改変）

表３ 2013 年パラオを訪れた観光客数（在パラオ日本国大使館資料を改変）



のイメージを落とし亜環境への負荷も強まるとの

懸念があるが亜今後台湾からの観光客を量より質

へと転換するための作戦は必要である。」と回顧

している。

この台湾人観光客問題以降もメガモルディブ航

空が新たに参入し亜パラオー香港線の就航によっ

て香港や中国本土からの観光客増加が見込まれる

（表 3）。さらに亜香港航空も香港からパラオへの

乗り入れを 4月から開始すると発表している。こ

のようにパラオを始め亜南太平洋の島国では中国

の経済的な攻勢が進んでいる。新規に中国人投資

家による大規模ホテルの建設も計画が進められて

おり亜今年の 3月の開業を予定しているという。

今後亜パラオの観光事業の強化を視野に入れた持

続的成長には亜民間セクター開発の促進が鍵にな

ってくることは必至である。

Ⅲ唖環境保全に向けた取り組みや規制に

ついて

パラオの代表的な産業の一つに挙げられる観光

事業の発展に向けて亜美化や整備亜自然環境の保

護を目的に環境保護税の導入や規制を設けている。

１）グリーン税の徴収

パラオ政府は亜外国からの旅行者に対して訪問

先の地域社会に対する環境保全や管理を目的とし

た「環境課税」の徴収を導入している。外国人旅

行者は亜出国時にグリーン税を支払わなければな

らない。また亜無人島上陸やダイビング亜フィッ

シングなどの各種アクティビティー参加の際にも

現地にて別途亜州政府ごとに発行されている許可

証の購入と携帯が義務づけられている。

この制度は亜自然環境の保護亜警備等に係る費

用を観光客に負担してもらい亜お互いの相互関係

の中でパラオの観光をより良いものにしていこう

という考えで 2009 年 11 月から導入されている。

当初の金額設定はUS＄30 という案があったが亜

結局＄15 で施行された経緯がある。しかし亜税

率についてパラオ政府は亜2012 年 10 月 1 日より

制度改定が行われグリーン税料金を＄15 から

＄30 に引き上げると発表した。そのため旅行者

は亜出国時に空港使用税＄20 とグリーン税＄30

の計＄50 を現金で支払わねばならなくなった。

このほか亜ホテル客室税及び船舶宿泊税が

10％から 12％へ亜ロックアイランドのみの許可

証が＄25 から＄50 へ（10 日間有効。ジェーリー

フィッシュレイクに行くとさらに＄75 の許可証

が必要）亜ロックアイランド+ジェリーフィッシ

ュレイクの許可証は＄100亜ペリリュー州の許可

証は＄30（以前は 1 日タイプ＄10亜2 週間タイプ

＄25 であったが 1 種類に統一され 10 日間有効の
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写真５ 出国時に支払う出国税とグリーン税

写真 6・7 許可証



み）と軒並みの値上がりとなっている。前述のツ

アーで必要な許可証を不携帯の場合亜反則金は

＄100 だという。訪れる度に経費が増加するとい

う悪評もあるが亜環境保全のためには不可欠だと

理解できる。

２）ロックアイランドの立ち入り規制

ツアーガイドによると亜ボートを使って移動す

るようなツアー（スクーバダイビング亜シュノー

ケリング亜フィッシング亜離島散策等）では亜昼

食時にロックアイランドに上陸するのが定番コー

スのようである。まず亜ロックアイランドに上陸

するとコロール州の周辺環境について環境啓発を

促す看板を目にする。近年の観光客増加に伴い亜

一部の参加者のマナー違反やゴミを残して帰って

しまうことなどが目立ち亜決められた島以外は上

陸禁止になった。このように観光客が増加する反

面亜また新たな問題も発生する。

３）スポーツ・レジャー活動と環境問題

スポーツやレジャー活動と環境との関係を理解

するためには亜2 つの側面に分けて見る必要があ

る。

まずひとつは亜レジャー施設等の開発に伴う自

然破壊や大量の廃棄物等が生み出され亜環境に負

荷をかけてしまうという「加害者側の側面」であ

る。環境問題は地球の存続に関わる重大な問題で

あるが亜利害が複雑に絡み合って亜どれ一つとっ

ても容易に解決できる問題ではなく「環境倫理」

の及ぼす範疇ともいえる。例えば亜環境破壊につ

ながるという理由で活動に法的規制が加えられる

と結局スポーツやレジャー活動は不自由になって

しまう。そこで亜活動に関与するすべての人々が

「環境倫理」の考え方に共鳴し亜他者や自然物に

配慮して行動することが亜今後ますます重要とな

ってくる。

そして亜もうひとつは地球環境の変化によって

スポーツやレジャー活動を行う環境が損なわれて

しまうという亜「被害者側の側面」である。パラ

オのような島嶼国に生じている環境変化の実態と

して亜海岸の侵食亜高潮亜海水の浸入などの問題

に直面している。これらの変化は亜気候変動など

グローバルな要因よりも亜沿岸の海洋環境の悪化

がローカルな要因によるところが大きい。

人為的によって引き起こされるスポーツ・レジ

ャー活動による環境破壊と亜環境変化によるスポ

ーツ・レジャー活動破壊を防ぐために各々が責任

ある解決策を見出す必要がある。地球環境問題は

グローバルであるが亜その解決の糸口はローカル

である。

Ⅳ唖まとめ

スポーツ・レジャー活動の発展のためには亜環

境保護の観点と持続可能な社会の実現が不可欠で

ある。地球環境を守ることの大切さを発信する試

みは亜スポーツやレジャー活動と環境との関わり
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写真 8・9 ロックアイランドにある様々な言語で示された環境啓発の看板



方を改めて考える機会を得ることができ亜スポー

ツや体育の研究分野においても大変意義のあるこ

とである。環境問題を論ずると亜高い理念と見識

に出会うが亜いざ実行する段になると亜人材亜経

験亜運営管理亜予算等の不備など亜総論は立派だ

が各論に不備があるのが現実である。これはパラ

オに限らず多くの開発途上国が抱える実態であろ

う亜そこに国際貢献の必然性と難しさがある。

環境保護を目的として外国人から徴収されてい

るグリーン税は亜財務省が独立した口座に保管後亜

法令に基づいて使用されるよう議会が定めている

が亜その資金管理の不透明性がこれまでも指摘さ

れてきた。このグリーン税をめぐっては亜膨大に

膨れあがっているその税収入の使い道について亜

明確な政策と優先順位の欠如による非効率性亜運

用が問題となっている。税金収入の詳細が明らか

にされてないままに値段だけ上がっているのが現

状である。しかし亜今回の実態調査では回収した

財源が環境保全に協力している地域社会の作業や

管理の支援亜観光客が訪れる無人島の整備やダイ

ビングブイの設置費用として支払われていること

や亜今後レジャーに関わる諸税金の高騰も確認で

きた。

今回の調査は亜2012 年度体育学部研究教育補

助金を受け実施されたものである。
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